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平成 27 年 5 月１日 

各      位 

      

会 社 名  株式会社マツヤ 

代表者名  代 表 取 締 役 社 長 小磯 恵司 

（J A S D A Q・コード 7452） 

問合せ先  執行役員財務本部長 北川 正一 

（TEL （026）241－1314） 

 

決算短信の一部訂正（事業等のリスク等）に関するお知らせ 

 

 当社は本日開催の取締役会において、平成 27 年４月 15 日付「平成 27 年２月期 決算短信

〔日本基準〕（連結）」の記載内容の一部を訂正することを決定いたしましたので、下記のとお

りお知らせいたします。なお、財務諸表の変更はありません。 

記 

１．訂正の理由 

 投資者への充分な情報開示の観点から、記載内容の一部を訂正するものであります。 

２．訂正の内容 

   訂正箇所は、下線で示しております。 

（1）事業等のリスク （決算短信 ４頁） 

【 訂正前 】 

 当社グループの経営成績、財務状況等に関するリスクについて、投資者の判断に影響を及ぼす

可能性があると考えられる事項を記載しております。これらのリスクの発生可能性を認識した

上で、発生の回避及び万が一発生した場合には適切な対応に努め、事業活動に支障を来さないよ

う努力してまいります。  

 ①競合等の影響について 

 当社は、長野県内に食品を中心としたスーパーマーケットを多店舗展開しております。現状ス

ーパーマーケット業界は、オーバーストア状況にありますが、そうした中で依然として新規出店

が続いており店舗間競争がし烈化する状況にあります。マーチャンダイジングやオペレーショ

ンの改革に取り組んでまいりますが、売上高の大幅な減少等により店舗の固定資産の収益性が
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低下し投資額の回収が見込めない可能性があります。そのため、固定資産について必要な減損処

理を行うことも予想され、当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を与える可能性があ

ります。 

②商品の調達について 

 当社は生鮮食品から加工食品、デイリー食品など食品中心に商品を販売しております。伝染病

や残留農薬、抗生物質、放射能などの問題発生により、相場の高騰や消費不振などの経済的、社

会的要因が起こることにより、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

 過去において、国内で発生した鳥インフルエンザ、口蹄疫問題により精肉の消費が低迷いたし

ました。 

③衛生管理について 

 衛生管理については生鮮食品を取り扱う企業として衛生管理は必要不可欠であり、ひとつの

事故によりお客様からの信用を失墜させ、当社グループの経営成績に多大な影響を与える可能

性があります。 

 当社グループでは、内部監査部が衛生管理の監査を実施するとともに、各店舗においても、厨

房設備の改修や清掃の徹底、衛生管理マニュアルに沿った運用を行い、衛生レベルの向上に努め

ております。 

④異常気象・自然災害・事故等について 

 当社は、一般消費者を対象とした各店舗における販売が中心であり、冷夏・暖冬等の天候不順

の悪影響に加えて、自然災害・事故等で店舗の影響活動に著しい支障が生じ、当社グループの経

営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。そのため、災害や事故等に対しては、

緊急時の社内体制の整備等をしておりますが、万一、大規模な自然災害や事故が発生した場合に

は、当該店舗の営業活動を一時休止する状況も予想されます。 

⑤法的規制等について 

 当社は、コンプライアンスの向上に努め、法令等に充分留意した営業活動を行っておりますが、

万一、これらに違反する事由が生じた場合には、企業活動が制限される可能性があります。また、

法令等の規制に対応するため、経営コストが増加する可能性があります。当社グループは、多店

舗展開を行っておりますが、店舗の新規出店及び既存店の変更について、「大規模小売店立地法

（以下、「大店立地法」という）により、一部規制を受けております。 

⑥重要事象等について 

 当社グループは、第 46期において売上高の減少により 2期連続の経常損失、3期連続の当期

純損失を計上いたしました。当連結会計年度におきましては、中期経営計画に基づき収益力の強

化を推し進めましたが、不採算店舗６店舗及び食品センターの閉鎖を行ったこと等により、売上

高は 31,523,956千円（前期比 81.6％）、経常利益 2,521千円（前期は 89,839千円の経常損失）

を計上しましたが、特別損失の計上により当期純損失 601,969 千円（前期は 2,297,722 千円の

当期純損失）を計上し、当連結会計年度末において 91,485千円の債務超過の状況となりました。 

 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 
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【 訂正後 】 

 当社グループの経営成績、財務状況等に関するリスクについて、投資者の判断に影響を及ぼす

可能性があると考えられる事項を記載しております。これらのリスクの発生可能性を認識した

上で、発生の回避及び万一発生した場合には適切な対応に努め、事業活動に支障を来さないよう

努力してまいります。  

 ①競合等の影響について 

 当社は、長野県内に食品を中心としたスーパーマーケットを多店舗展開しております。現状ス

ーパーマーケット業界は、オーバーストア状況にありますが、そうした中で依然として新規出店

が続いており店舗間競争がし烈化する状況にあります。マーチャンダイジングやオペレーショ

ンの改革に取り組んでまいりますが、店舗の収益性の低下により各店舗の投資額が回収できな

い場合、または店舗閉鎖等の使用目的の変更、もしくは会計基準の変更により、今後も固定資産

について必要な減損処理を行うことも予想されます。これらの要因により、当社グループの経営

成績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。 

②商品の調達について 

 当社は生鮮食品から加工食品、デイリー食品など食品中心に商品を販売しております。伝染病

や残留農薬、抗生物質、放射能などの問題、地震や大雪その他の自然災害など流通網の障害に伴

う輸送の遅れ、もしくは当社グループの信用力の低下等により、商品調達に支障をきたす可能性

があります。また、相場の高騰や消費不振などの経済的、社会的要因が起こることにより、当社

グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

 過去において、国内で発生した鳥インフルエンザ、口蹄疫問題により精肉の消費が低迷いたし

ました。 

③衛生管理について 

 衛生管理については生鮮食品を取り扱う企業として衛生管理は必要不可欠であり、ひとつの

事故によりお客様からの信用を失墜させ、当社グループの経営成績に多大な影響を与える可能

性があります。 

 当社グループでは、内部監査部が衛生管理の監査を実施するとともに、各店舗においても、厨

房設備の改修や清掃の徹底、衛生管理マニュアルに沿った運用を行い、衛生レベルの向上に努め

ております。 

④異常気象・自然災害・事故等について 

 当社は、一般消費者を対象とした各店舗における販売が中心であり、冷夏・暖冬等の天候不順

の悪影響に加えて、自然災害・火災・事故等で店舗の影響活動に著しい支障が生じ、当社グルー

プの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。そのため、災害や事故等に対し

ては、緊急時の社内体制の整備等をしておりますが、万一、大規模な自然災害や事故が発生した

場合には、当該店舗の営業活動を一時休止する状況も予想されます。 

⑤法的規制等について 

 当社は、コンプライアンスの向上に努め、法令等に充分留意した営業活動を行っておりますが、

万一、これらに違反する事由が生じた場合には、企業活動が制限される可能性があります。また、

法令等の規制に対応するため、経営コストが増加する可能性があります。当社グループは、多店
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舗展開を行っておりますが、店舗の新規出店及び既存店の変更について、「大規模小売店立地法

（以下、「大店立地法」という）により、一部規制を受けております。 

⑥資金調達、金利変動について 

 当社は、平成 27年 2月期末時点において、銀行借入金 81億 1千万円他、リース債務等の残

高があります。当社グループは取引金融機関とは常に良好な関係の構築・維持に努めております。

また、借入金等の削減に向けた取り組みを行っておりますが、当社グループの信用力の低下、業

績の低迷等、当社グループが望む条件で適時に資金調達ができない可能性があります。今後、借

入金等の増加や金利が上昇した場合、借入コストの増加により、当社グループの経営成績及び財

政状態等に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦上場廃止リスクについて 

 当社株式は、平成 27年５月 1日時点において特設注意市場銘柄に指定されております。現在、

当社グループは全社一丸となって、内部管理体制等の改善に取り組んでおり、一日も早い特設注

意市場銘柄の指定解除を受けるべく取り組んでおりますが、当社株式が特設注意市場銘柄に指

定された日（平成 25年 5月 15日）から３年を経過し、かつ、当社の内部管理体制等に引き続

き問題があると東京証券取引所が認めた場合、又は、東京証券取引所が内部管理体制確認書の提

出を求めたにもかかわらず、内部管理体制の状況等が改善される見込みがないと認めた場合、当

社株式は上場廃止となります。 

 また、平成 27年２月期末時点において当社グループは債務超過の状況となっており、債務超

過の解消を図ってまいりますが、平成 28年 2月期末時点においても債務超過が解消されない場

合、当社株式は上場廃止となります。 

⑧重要事象等について 

 当社グループは、第 46期において売上高の減少により 2期連続の経常損失、3期連続の当期

純損失を計上いたしました。当連結会計年度におきましては、中期経営計画に基づき収益力の強

化を推し進めましたが、不採算店舗６店舗及び食品センターの閉鎖を行ったこと等により、売上

高は 31,523,956千円（前期比 81.6％）、経常利益 2,521千円（前期は 89,839千円の経常損失）

を計上しましたが、特別損失の計上により当期純損失 601,969 千円（前期は 2,297,722 千円の

当期純損失）を計上し、当連結会計年度末において 91,485千円の債務超過の状況となりました。 

 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。  

 

（2）次期の見通し （決算短信 ３頁） 

 【 訂正前 】 

 わが国経済は緩やかな回復基調にありますが、当流通業界におきましては、人口が減少へと転

じた中において、競争がさらに激化し、予断を許さない厳しい経営環境であることが予想されま

す。 

 このような状況において、当社は、競争に打ち勝つ企業体質の確立のため、平成 26年２月４

日に抜本的な事業構造改革を伴う中期経営計画を策定しており、中長期的な事業規模の拡大と

収益性の向上を実現するべく、生鮮食品およびデリカ食品の強化等を継続して取り組んでまい
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ります。 

 なお、売上高につきましては、不採算店舗を閉鎖してから１年が経過していないため、平成 27

年２月期に比べ減少する見込みであります。 

 これにより通期の連結業績見通しにつきましては、売上高 298億円（前期比 5.5％減）を予想

しております。利益面では抜本的な事業構造改革を伴う中期経営計画に基づき、不採算店舗を閉

鎖したこと、生鮮デリカの強化およびロス削減等による粗利益の改善や人員配置の最適化等に

努めることにより、営業利益５億８千６百万円（前期比 135.2％）、経常利益３億７千３百万（前

期２百万円の経常利益）、当期純利益は３億２千２百万円（前期６億１百円の当期純損失）を予

想しております。 

【 訂正後 】 

 わが国経済は緩やかな回復基調にありますが、当流通業界におきましては、人口が減少へと転

じた中において、競争がさらに激化し、予断を許さない厳しい経営環境であることが予想されま

す。 

 このような状況において、当社は、競争に打ち勝つ企業体質の確立のため、平成 26年２月４

日に抜本的な事業構造改革を伴う中期経営計画を策定しており、中長期的な事業規模の拡大と

収益性の向上を実現するべく、生鮮食品およびデリカ食品の強化等を継続して取り組んでまい

ります。 

 なお、売上高につきましては、不採算店舗を閉鎖してから１年が経過していないため、平成 27

年２月期に比べ減少する見込みであります。次期においては、現時点で出退店の計画はありませ

んが、七瀬店は道路拡幅工事に伴い、平成 28年２月期第４四半期から１年程度休業する見込み

であります。 

 これらにより通期の連結業績見通しにつきましては、売上高 298億円（前期比 5.5％減）を予

想しております。利益面では抜本的な事業構造改革を伴う中期経営計画に基づき、不採算店舗を

閉鎖したこと、生鮮デリカの強化およびロス削減等による粗利益の改善や人員配置の最適化等

に努めることにより、営業利益５億８千６百万円（前期比 135.2％）、経常利益３億７千３百万

（前期２百万円の経常利益）、当期純利益は３億２千２百万円（前期６億１百円の当期純損失）

を予想しております。   

 

 

 

以 上 


